
負債の部
科     目

【流動負債】
未払金
預り金
短期リース債務
未払消費税
預り保険料
流動負債合計

【固定負債】
長期未払金
長期リース債務
固定負債合計
負債合計

金     額

204,650,613
14,564,329
18,127,746
40,370,200
5,210,243

282,923,131

6,602,102
28,342,460
34,944,562
317,867,693

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
資本準備金
(その他資本剰余金)
その他資本剰余金
資本剰余金合計

【利益剰余金】
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

100,000,000

7,500,000
1,002,979,107 )(
1,002,979,107
1,010,479,107

△433,292,368 )(
△433,292,368
△433,292,368
677,186,739

677,186,739
995,054,432

科     目
資産の部

【流動資産】
現金
普通預金
売掛金
立替金
前払費用
未収還付法人税等
未収入金
貯蔵品
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具備品
リース資産
少額固定資産
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウェア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
出資金
敷金
保証金
長期前払費用
繰延税金資産
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

10,000
260,558,987
433,536,358

36,543
1,661,607
7,021,631
8,117,139
3,647,580

714,589,845

23,161,981
48,427,446

12
9,923,673
41,752,674
5,652,149

128,917,935

1,768,418
87,383

1,855,801

10,000
106,711,065

344,049
7,584,113
35,041,624
149,690,851
280,464,587
995,054,432

(単位：円)

第23期 貸借対照表
令和  5年  3月 31日　現在
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第23期 個別注記表
自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日

【重要な会計方針に関する注記】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　貯蔵品　　　　　　　先入先出法による原価法。

２．固定資産の減価償却の方法

　　　　　　　有形固定資産　　　　定率法。

　　　　　　　（リース資産を除く）　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ならびに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備および構築物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　については、定額法。

　　　　　　　無形固定資産　　　　定額法。

　　　　　　　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リースに係る「有形固定資産」の中の

　　　　　　　　　　　　　　　　　リース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法を採用。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

４．当期純利益額

　　　6,320,687円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

　　　年度末日における発行済株式数

　　　当期末の発行済株式は、普通株式　7,213　株です。

【資産除去債務に関する注記】

　　　当社は、本社および各営業拠点の不動産賃借契約に基づき、オフィスの撤去時における原状回復に係る

　　　債務を有していますが、本社および他の営業拠点については、当該債務に関連する賃借資産の使用期間

　　　が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。

　　　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

【税効果会計に関する注記】

　　　東京海上グループは、2022年4月から、グループ通算制度を適用しています。

　　　これに伴って、当社は、当事業年度からグループ通算制度を適用しており、法人税および地方法人税の

　　　会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示については、「グループ通算制度

　　　を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）を

　　　当事業年度の期首から適用しています。
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